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インドネシアの首都ジャカルタで地盤沈下が進み、水没の危機にある。急速な人口流

入や工業化にともなう地下水の過剰な汲み上げが、地盤沈下を加速度的に進ませている。

世界最悪のレベルで沈下が進んでおり、2025 年までに約 180 ㎝沈下するともいわれて

いる。土地の高さに対して海水面が異常に高くなっており、今も 7.5cm というスピードで沈下し

続けているという。 
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国連と世界銀行によると、このままのペ

ースで海面上昇と地盤沈下が同時に進む

と、ジャカルタの大半が海の下に没してし

まうという。海水は内陸を３㎞以上侵食し

ており、大統領府や国家独立記念塔も水没

の可能性を否定していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジャカルタの地盤沈下は毎年、市内平均

で 5～10cm 。最も激しい地域で今後 10

年で 5m も沈下すると予測。このままで

は空港や主要幹線道路も水没は避けられず

2030 年にはスカルノハッタ国際空港、20

50 年には市の中心部までが水没する危機

にあるという。 

専門家によると、ジャワ海沿岸地帯には

非常に軟弱で圧密による沈下が進行しやす

い世界で最も有数の軟弱地盤地帯が広がっ

ており、すでにジャカルタやスマランなど 

 

 

海岸に近い地域では海抜０㍍以下となって

いるところもある。その範囲は年々拡大し

ているという。港湾都市として栄えてきた

ジャカルタは大都市となった今でも水道の

大半は地下水が使用されている。だが、地

下水を豊富に貯め込んだ山地での森林伐採

が進むにつれ、市内の地下水位は急速に低

下している。水を求めて、井戸がより深く

掘られているため、それが悪循環となって

深刻な地盤沈下が起きている。このまま地

盤沈下を放置すると、海水の流入などで土

地が水没する。地盤が水面下になると、集

中豪雨などで大洪水が起こりやすくなる。

ジャカルタは特に雨水に対する排水処理がう

まく機能していないため、地盤沈下は予想以

上に激しく深刻な状況だ。 

 

 

 

海水はすでに内陸を３㎞以上侵食してい

るといわれ、今後、数百万人が避難を余儀

なくされる事態が起こらないとも限らな

い。ジャカルタ水没の主因は野放図な開発と過

剰な地下水の汲み上げにある、と国連と世界銀

行の報告書は指摘する。工場、ホテル、高級住

宅などの建設で地下水利用のために行われる掘

削が、問題をさらに悪化させているのだ。地下水

問題に何の策も講じなければ、2025年までに

ジャカルタの一部が 5ｍ沈下すると予測してお

り、まさに危機的な状況が迫っている。 
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現地紙が報じた記事（2017年７月 27日

付）によると、ジャカルタ特別州で最も地盤

沈下が激しいのは北ジャカルタ区で、過去

40 年で最大４ｍ、年平均で 10 ㎝ペース

で沈下が進行しているという。地下水の過

剰な汲み上げが主因としており、地盤沈下

は洪水が発生しやすくなる、と指摘してい

る。井戸の掘削や地下水の利用には許可が

必要だが、実際にはオフィスビルやショッ

ピングセンターなど州内各地に、無許可で

掘られた違法な井戸が多数ある、と報じて

いる。 

JICA も昨年同時期にジャカルタ特別州

の地盤沈下対策を支援することが決まった

際に、「地下水の過剰揚水が原因」とする

旨の資料（事業事前評価表）を公表した。

ジャカルタでは 1998 年より井戸の登録制

度や地下水課税などの対策が取られている

ものの、地下水に代わる水源が存在しない

地域では、井戸建設を許可ぜざるを得ず、

設置井戸数や揚水量は上限が規定されてい

ない。許可量を超えて汲み上げた事業者に

は追徴課税が課せられているが、揚水量の

削減には至っておらず、地盤沈下の抑止に

一定の効果はみられないという。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JICA によると、ジャカルタの一部地域

では、1970 年から 4ｍ、2000 年から 2

ｍ以上地盤が沈下し、高潮や洪水の被害が

増加しているという。また、沈下によって

橋桁がいくつも下がるなど、交通インフラ

に大きな影響が出ている。しかし、インド

ネシアでは地盤沈下と地下水に関する正確

なデータが不足していることに加え、政府

関係機関の連携が弱く、住民も地盤沈下を

大きなリスクとは認識してないという。 

  

 

 

インドネシア政府は、高潮対策で海岸防

潮堤を強化することなどを目的に国家首都

統合沿岸開発を計画し、既存防潮堤のカサ

上げは、すでに第１期工事（フェーズⅠ）

が実施されているが、沖合に巨大堤防を建

設する第２期工事（フェーズ２）は、地盤

沈下の抑止状況を判断するとし、2030 年

まで見送られている。 
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過剰な地下水の汲み上げによる地盤沈下は

ベトナム・ホーチミンとタイ・バンコクでも起こってい

る。少し古いが、1996～2010年の調査資料

によると、ホーチミンの地盤沈下は、各地に点在

し、帯状に広がっているという。地下水の過剰な

取水が原因で地盤沈下が起こっており、さらに沈

下とともに排水溝も沈下し、水がはけなくなってい

るという。ホーチミン市は地下取水を中止する方

向にはあるが、水道が整備されていない地域が

多く、地下水の取水禁止をするには難しいよう

だ。 

 

 

 

現地ニュースサイトによると、2015年、ホーチ

ミン市資源環境局は、市内の地盤沈下面積に

ついて調査報告を公表している。それによると、

約 7,200ha が地盤沈下を起こしており、このう

ち、沈下速度が速い（年に 15㎜超）のは約

20 カ所で計 356ha、比較的速い（同 10～1

5㎜）のは約 40 カ所で計 2,440㏊、平均的

（5～10㎜）なのは計 4,400㏊。 

現在、年平均で 10㎜の速度で地盤沈下が

発生しているといわれ、洪水頻発のもう一つの理

由とされている。同市内には 20万カ所の井戸が

あるといわれているが、料金がかかる水道水は使

われないケースが多いという。しかもホーチミンは

海面上昇によって土地が侵食されつつあり、今

後、100㎝海面が上昇すると予測されている。 

 

 

 

バンコクでは地下水の取水を禁止しているが、

現在も地盤は沈下しているという。ただ、沈下の

度合いはジャカルタのような激しさはなく、安定し

ているという。資料によると、バンコクは東南アジア

の諸都市の中でも早くから地下水の過剰な取水

による問題が顕在化していたという。1980年以

降、経済発展に伴って大量の地下水を利用した

ため、大幅な水位低下が起こり、地盤沈下や塩

水流入などの問題が生じた。中でも地盤沈下

は、バンコク地区に隣接するチャオプラヤ川の堤

防の低下を招き、雨季には洪水リスクを増大させ

た。さらに地盤沈下によって、バンコク南部の海岸

線の後退も引き起こしている。 

専門家によると、東南アジア諸国の都市は、

一般的に大河の河口部に位置しており、その地

質構造は、河川の堆積物により粘性土と帯水

砂層との互層から形成されている。その帯水砂

層から取水された地下水が農業や生活用水とし

て利用されてきたが、経済成長に伴い、多くの住

宅や工業団地などが建設され、都市が拡大して

いく中で地下水の利用が進んだ。水道に比べて

安価のため、地下水は都市部で急速に利用さ

れ始め、その取水量はまたたくまに増え、地下水

の枯渇と併行して地盤沈下を起こすようになった

という。生活や工業排水で地下の汚染も広が

り、様々な問題も顕在化している。 
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マレーシアのマハティール首相が首相就任時に全面的に計画中止を発表したクアラルンプール～シン

ガポール間高速鉄道（HSR）を一転、「延期にする」と公言したことが現地紙の報道で分かった。今

月 11日にはマレーシア・シンガポール両国の担当閣僚が再開？に向けた正式な協議を初めて開催し

たことも明らかになった。 

マハティール首相は HSR

計画中止を発表した 2 週間

後の 6 月 11 日、日本滞在

中に「HSR は中止ではな

く、延期」と発言してい

た。同首相は 7 月 19 日、

「現状の国家財政では当初

計画の実行は困難」としな

がらもシンガポール政府に

計画延期の交渉を申し出る

ことを正式に発表。8 月

11 日に両国の担当閣僚が

初めて協議を開催した。 

マハティール首相が「延

期」と発言した裏には、

HSR の建設合意を一方的

に破棄すれば、137 億円の

高額な違約金をシンガポー

ル政府に支払わなければな

らないからだ。ただ、HSR

を再始動するとなれば、そ

の総事業費は、日本円にし

て 1 兆 6,300 億円。シン

ガポールと折半しても

8,000 憶円の出資が必要と

なる。マハティール首相

は、この巨額な事業費どう

捻出するのか。 

1981 年から 2003 年ま

で同国首相を務めことがあ

るマハティール首相は日本

の成功等を学ぶルックイー

スト（東方）政策を掲げ

て、同国の経済発展を導い

た実績があるため、日本か

らの援助を期待しているの

かもしれない。 

一方で、同首相は中国か

らの援助を嫌っている風に

も見える。過日、中国を訪

問した際に中国が主導する

東海岸鉄道建設の中止を口

にしなかった。中国が進め

ている「一帯一路」政策に

は前向きな発言をしたもの

の、習近平国家主席に対し

ては面従腹背の様子が見て

とれた。 
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「一帯一路」構想のプロ

ジェクトの 1 つで、中国か

らのローンで整備を進める

予定だった東海岸高速鉄道

については、マレーシア政

府が 7 月 3 日に工事の休

止命令を下した。命令を受

けた元請会社の中国交通建

設は、従業員の半数に当た

る約 1,000 人を解雇した

という。ほとんどは技能を

持たないマレーシア人労働

者といわれている。 
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日本が支援するインドネシアの首都ジャカルタと東ジャワ州スラバ

ヤ間の鉄道準高速化事業は、あまり進展が見られていないようだ。

事業の建設費をめぐり、日本とインドネシアの溝が埋まっておらず、

全線高架を提案する日本側に対し、インドネシア政府は建設費

削減のため一部のみ高架とすることに固執しているからだともいわれ

ている。来年 4月に大統領選が行われるため、事業に向けた本

格的な話し合いは大統領選が終わった後になるとの観測もある。 

現地紙によると、日本側は今年５月に、インドネシアが求める建

設費や工期などの条件を満たす建設計画案を提示し、ユスフ・カラ

副大統領は日本側の提案を受け入れたと報じている。だが、インド

ネシア政府は 2019 年国家予算案では、ジョコ政権の目玉政策

のインフラ開発を減らす方向にあるという。すでに締結しているインフ

ラ整備については実施する方針だが、まだ正式契約に至ってない

計画段階のインフラについては、準高速化鉄道事業計画を含め、

中止する可能性もなくはないとの憶測も出始めている。  

同国のブディ・カルヤ・スマディ運輸相は着工に向け、ＪＩＣＡ

に対し、工費を 60 兆ルピア（約 4,945 億円）以内、片道の所

要時間を５時間半以内にするよう求めていることを明かした。    

Ἥ ʹǮֻ  
昨年９月、インドネシアと日

本との間で路線新設は原則と

して行わず、既存路線の改修

で進めることで合意している。こ

れに伴い工費が 80兆ルピアか

ら 50 兆ルピア程度に圧縮でき

るとされ、最高速度が時速

120 キロ程度になると見積もら

れている。時速 120 キロでは

片道の所要時間が６時間とな

り、１日当たりの運行が１往

復になる恐れがある。このため、

ブディ運輸相は、最高速度を

時速 140 キロとし、片道所要

時間を５時間半以内にするよ

うＪＩＣＡに求めた。 

ＪＩＣＡは日本のコンサル

企業に事業可能性調査を委

託するため、8月 1日に「インド

ネシア国ジャワ北幹線鉄道準

高速化事業準備調査」を公

示した。しかし、3日には取り消

しの公示がされている。取り消

しの理由について、JICAは「調

査の前提条件等について再度、

先方政府と協議を行う必要が

生じ、協議結果に基づいて業

務指示書の内容を見直す必

要があるため、一定の目途が

立つまで公示を取り下げること

となった」とコメントした。 
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タイ政府が主導する「バンスー中央駅開発プロジェクト」が本格的に始動する。タイの新経済政策の

一環として掲げられた省・再生可能エネルギー、ICT等を活用したスマートシティーを開発、建設する。

昨年 12月に完了した「バンスー地区再開発に係る情報収集・確認調査」の結果を踏まえて開発す

るもので、鉄道と一体的に整備するほか、広大な敷地を段階的に開発、整備し、近未来的なスマート

シティを誕生させる。 

将来 6 つの鉄道路線が集

まり、交差するバンスーに新た

なバンコク中央駅を建設するほ

か、その周辺をスマートシティー

として再開発する。タイ政府が

掲げる新経済政策「タイランド

4.0」を実現させるため、バンス

ー中央駅開発プロジェクトはそ

の第１号として位置づけ、開

発することになった。単に鉄道

の中央駅という機能にとどまら

ず、国際都市としてのバンコク

の中枢となるようビジネス、ショッ

ピング、住宅、さらに文化・観

光設備など多様性を持った街

づくりを目指している。 

タイ政府はマスタープラン案

の作成を日本政府に依頼し

た。JICA がマスタープラン案を

作成し、昨年 11月に同政府

に提出した。プランは、バンスー

駅周辺に商業施設、オフィスビ

ル、ホテル、コンドミニアムを建

設するほか、住宅や公園も整

備し、街並みを形成させるのが

骨子となっている。地域冷房シ

ステムや太陽光発電など最新

技術を導入し、環境に配慮し

たスマートシティを提案してい

る。具体的には、①防災・洪

水対策②電子看板③真空ご

み輸送④太陽光発電⑤エスコ

事業⑥再生エネルギー⑦水の

リサイクル⑧自動案内軌条式

旅客輸送システム（AGT）

―の８つが導入される計画。 

日本政府も支援する方向

で検討に入っている。とくに環

境、省エネ、ICTは日本が得

意とする分野で、自動案内軌

条式輸送システム、地域冷暖

房、鉄道、鉄道運行管理シス

テム、精度の高い CCTV、駅

やホテル・店舗での電子案内

板、ロボット、エスコシステム、

光触媒などビジネスチャンスは

豊富で、日本企業にとって大き

な受注の機会となる。また、マ

スタープランは、「ビジネス・商業

活動地区」「居住地区」「公共

広場地区」―の 3 つに分類し

て、それぞれ段階的に開発を

進めていく計画だ。2020年に

バンスー中央駅をオープンさせ

て、2032年にスマートシティと

して完成させる。タイ政府はプ

ロジェクトを進めるため、年内に

実施計画、入札、工事へと移

行させる。JICAは 8月 15日

に「バンスー駅周辺整備推進

に向けたスマートシティ構想」を

公示、7月 11日には説明会

を開いた。 
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NEDO によると、洋上風力発電は海底に基礎

を設置する「着床式」と基礎を海に浮かべる「浮

体式」に大別される。日本近海で着床式と浮体

式を比較すると、浮体式は着床式の約 5倍の

導入可能面積を有しているが、浮体式の 1 つ、

スパー型は 100ｍ程度の水深が必要だ。コスト

競争力のある浮体式の開発が課題だった。 

NEDOは 2014年度から、水深 50mから

100m で適用可能な低コストの次世代浮体式

洋上風力発電システム実証研究を開始し、実

証海域の選定や浮体の設計、製造などを行い、

今年 6月にバージ型と呼ばれる小型浮体を製

作し、丸紅・日立造船・グローカル・エコ・パワー・

東京大学、九電みらいエナジーのコンソーシアム

とコンパクトな 2枚羽風車を搭載した日本初の

バージ型浮体式洋上風力発電システム実証機

を完成させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後は北九州市沖 15㎞、水深 50ｍの設

置海域まで曳航し、係留、電力ケーブルを接続

した後、試験運転を行い、今年 10月以降から

2021年度までの予定で実証運転を開始する。 

 ɵ ̸ɵ ș ► 

実証機の開発は、丸紅がコスト分析、関係機

関との調整、日立造船が浮体設計と製作、設

置工事を担当。さらにグローカルが風車選定と係

留システム開発、エコ・パワーが環境影響評価、

東京大学がシステムの性能評価とコミュニケーシ

ョン活動、九電みらいエナジーが系統連系協議と

電力品質評価についてそれぞれ担当した。 

̱╛ ʣ Ҙ ὕ ǓὈ  
 ѧɏɶȶḌ ̱ǲ  

 

Ὀ ǞǦ ʫ̈ ̱╛ ʣ Ҙ ȵȷɄɞὕ  

Ш NEDO ͑  
 

 10 ̊ Ʋὕ Ồǿ 
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外務省は、23 日（現地時間 22 日），ボリビアのラパスで古賀京子駐ボリビア大使と

同国のフェルナンド・ワナクニ・ママニ外務大臣との間で供与限度額 42 億 4,900 万円

の無償資金協力「オキナワ道路整備計画」に関する書簡の交換が行われたと発表した。 

 

 

 

ボリビアの道路は、輸出入貨物の約 7 割を担う輸送手

段として重要な役割を担っている。しかし、起伏の激し

い地形や厳しい自然条件によって、道路舗装率は現在

8.5 ％にとどまっており，同国の地域発展や物流の妨げと

なっている。この計画は，ボリビア全土の農業生産高の

約 50％を占めるサンタクルス県のうち，ボリビア政府が

「小麦の首都」に認定する日系移住地のオキナワ第一移

住地～第二移住地間で既設道路の舗装と道路改良を行

う。 

同省によると、オキナワ道路は，ボリビアの農業生産

主要地域と主要経済都市、サンタクルス市を結ぶ幹線道

路交通を補完するとともにブラジル，ペルー，チリ，ア

ルゼンチンの南米域内とボリビアを結ぶ国際道路ネット

ワークの一部を形成する道

路で、同国の物流改善と国

内経済の発展に寄与するこ

とが期待される。 

 また，同国には約 1 万

4,000 人の日系人が住んで

おり，とくに農業を中心に

同国の発展に寄与するとと

もに，日本との架け橋とし

て二国間の友好関係の構築

に重要な役割を果たしてい

く。この計画は，移住地間

や移住地と都市部のアクセ

スを向上させ，日系人の生

活の質の向上にも貢献す

る、としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ρ  

Ẇҵ  Ϭ ӲҘǮ ǵ˧  

ẼPICK UPΊΊΊΊΊΊ ⅜ ⇔≡™╢₈ ₉≤│  

 国連が 2000年に 2015年までに貧困人口を半減させる 8 つのターゲットを定めたミレニアム開

発目標「MDGs」を達成するため、革新的な方法で資金調達するために打ち出されたのが国際連

帯税だ。2016年から 2030年までの新しい開発目標「SDGs」達成のための資金拠出は膨大で

ODA だけでは資金量が十分ではないとの認識から、革新的な資金調達方法が考えられた。 

各国の国益の状況に左右され、政権が変わるごとに援助政策が変わるという不安定な性格を持

つＯＤＡに対し、国際連帯税は国境を越えて行う経済活動に課税するグローバル・タックス方式。

その税収を新興国の貧困やインフラ開発に充てる仕組みだ。例えば、国際空港、船舶輸送、国際

金融取引、貿易などが課税の対象として考えられている。すでにフランスと韓国は、航空券連帯税

を実施しており、欧州では金融取引税による対応も検討されているという。日本では、超党派の国

会議員による「国際連帯税議員連盟」が設立されており、実施に向けて議論が行われている。 
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